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2020 年 4 月 14 日 

 

「新規石炭火力発電事業には原則として取り組まない」としているが、そのようにした背景 

気候変動対策への取り組みにおいて、2℃シナリオに伴う各国のエネルギーミックスの変化や規制強

化、制度変更、ステークホルダーの意識の変化等の移行リスクも踏まえ、石炭火力発電事業による

温室効果ガス排出量の低減を推進すべく、当該方針を含む「サステナビリティへの取り組みに関する

お知らせ(石炭火力発電事業及び再生可能エネルギー発電事業)」を機関決定した上で公表した

ものです。 

なお、丸紅グループは、国連が採択した持続可能な開発目標を将来の世代により良い地球を残そ

うとする政府・民間・市民社会にとってのサステナビリティの重要な国際目標・課題と考え、環境・社

会課題の解決に貢献する為に４つの環境・社会マテリアリティを特定しました。４つの環境・社会マ

テリアリティの第一に気候変動の緩和・適応両分野への貢献を位置づけて、グローバルに事業を展

開するうえで、気候変動の問題を人類共通の重要な課題と認識し、地球環境と社会との共存共

栄を脅かす問題であり、当社の事業や当社を取り巻くステークホルダーにとっても影響が大きく、早急

に取り組むべき課題であると考えています。このような認識に基づき、サステナビリティ経営推進の一

環として、世界の気候変動対策への取り組みに貢献していきます。 

 

「石炭火力によるネット発電容量を、2018 年度末見通しの約 3GW から 2030 年までに半減」
としているが、そのようにした背景と、今後の具体的な取組方針 

同じく、機関決定し公表した背景は上述の通りで、具体的に「石炭火力によるネット発電容量を、

2018 年度末見通しの約 3GW から 2030 年までに半減する」としているのはそれが目標ではなく、

達成する約束であることを明確にしたためです。 

各事業のステークホルダーとの連携、協働に努め、又、契約上の関係者と協議、調整の上で公表

方針の進捗状況について開示しています。 

 

海外エネルギービジネスの実情（日本≒御社の強みはどこにあるのか）と今後の見込み（着目
している分野など） 

各国のエネルギーミックス等エネルギー政策の変化や 3D(Decarbonization、

Decentralization、Digitalization)及びそれらを可能とする技術革新の進展が著しい事業環境

の変化の中、当社は引き続き発電事業分野において再生可能エネルギーエネルギー電源の保有

比率を高めるとともに LNG やバイオマス燃料の調達から発電事業までを一貫して行う Fuel to 

Power 事業に注力しています。また発電事業と並行して電力小売事業の更なる拡張とその顧客

基盤を活用した各種サービスの提供事業、太陽光発電パネルを採用しての分散型電源事業、

EPC 及びその関連事業、自社保有電源や顧客発電所向けに IoT/AI 等デジタル技術を採用し

ての運転効率の改善など電力サービス事業の拡大を図っています。 

また、再生エネルギー由来の電力を利用しての水素製造サプライチェーン事業の取り組みを含む水

素事業など新エネルギー分野への取り組みにも注力しています。 
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日本が比較優位にある低炭素技術はなにか。（USC など石炭）火力発電に関して他国との比
較優位はあるか。 

火力発電分野では高効率ガスタービン、USC 技術には国際的に本邦メーカーにも競争優位性が

あると理解しています。又、低炭素技術は再生可能エネルギー発電技術を含め幅広く、本邦メーカ

ーにも競争優位性があると認識しています。 

 

丸紅株式会社 電力本部 



石炭火力発電輸出への公的支援に関する有識者ファクト検討会 

委員からの質問事項への回答（丸紅） 

 

番

号 

質問者 質問事項 回答 

1 黒﨑委員 原則として、という文言には何が含まれる

のかご教示ください。どのような条件下で

あれば、石炭案件に参画されるのでしょう

か。 

サステナビリティへの取り組みに関する

お知らせ(石炭火力発電事業及び再生可

能エネルギー発電事業について)は当社

のサステナビリティ経営推進の一環とし

て世界の気候変動対策への取組みに貢献

すべく機関決定の上で公表させて頂いて

いる方針であり、経営レベルにて気候変

動対策への取り組みを極めて真剣に捉え

ているものです。 

公表した方針中には検討可能性が残るケ

ースを例示させて頂いておりますが、仮

に検討する場合でもその検討におきまし

てはサステナビリティ推進体制の下で経

営レベルでの検討が厳格に行われる為、

極めて限定的であると認識しています。 

2 黒﨑委員 2030年に半分にするという目標の進捗状況

をご教示ください。また、具体的な計画が

あれば、そちらも併せてご教示いただけた

らと存じます。 

石炭火力発電事業によるネット発電容量

を、2018年度末の約3GWから2030年までに

半減させる方針のもと、アジア地域にて2

案件（ネット発電容量合計69MW）の売却

を完了、アフリカ・ボツワナでは1案件（ネ

ット発電容量合計150MW）から撤退した結

果、石炭火力発電事業による2019年9月末

のネット発電容量は約2.7GWとなりまし

た。(2019年10月4日公表済) 

今後の進捗についても適宜公表して参り

ます。 

3 髙村座長 ご提出いただいた資料にございますよう

に、「石炭火力によるネット発電容量を、

2018年度末見通しの約3GWから2030年ま

でに半減する」というのは相当に大きな事

業方針のご変更で、SDGsを政府、民間、市

民社会の共通の国際目標とお考えになり、

「４つの環境・社会マテリアリティの第一

弊社のサステナビリティへの取組に対し

てご関心とご理解を頂きありがとうござ

います。ご質問頂いた点について以下回

答致します。 

外部環境の変化 

大枠としては企業が CSR 活動から ESG

への重視へ移行していることが挙げられ



に気候変動の緩和・適応両分野への貢献を

位置づけ」られたことが背景とであると理

解できました。関連して御社のマテリアリ

ティに関する考え方も御社の統合報告書や

ホームページなどを通じて拝見しておりま

す。特に気候変動の緩和・適応への貢献を

マテリアリティの一つに同定されるにあた

って、「外部環境の変化を踏まえ」「石炭

火力発電事業・再生可能エネルギー発電事

業を巡る各国政策ならびに国際状況を十分

に認識」をした上で、と説明をされており

ます。特に気候変動の緩和・適応への貢献

をマテリアリティの一つに同定されるにあ

たって重要とお考えになったエネルギー事

業をとりまく「外部環境の変化」、技術、

政策、市場の変化などについて（とりわけ、

途上国、特にアジア地域での途上国におけ

るこうした環境や、技術、政策、市場の変

化）についてできるかぎり具体的にご教示

いただけるとありがたく存じます。 

ます。 

後述の政策等にも関連しますが、脱原子

力 発 電 、 脱 石 炭 ( 脱 炭 素 ) ：

Decarbonization、自然災害発生時の電力

網の脆弱性対策や技術革新にも後押しさ

れたDecentralization、Digitalization

の潮流が進んでいることで事業環境が変

化しています。 

技術： 

大型商用化再生可能エネルギー発電案件

を可能としている洋上風力発電タービン

や太陽光発電パネルの開発と実用化、VPP

や分散型電力事業を支える蓄電池、

IoT/AI技術の進展、水素混焼／専焼を含

む大型ガスタービンの開発にも注目して

います。 

政策： 

パリ協定に伴う各国のINDC、電源別のマ

スタープランにおける再生可能エネルギ

ー導入目標、など。具体的な政策として

は台湾でのFIT制度、韓国でのRPS制度な

ど。 

市場の変化としても、洋上風力発電事業

の台湾、韓国、日本での実現、太陽光パ

ネルの国内製造を伴う中小太陽光発電事

業、ROOFTOP 太陽光のアジア諸国での

普及が見られます。 

4 髙村座長 発電事業分野での再生可能エネルギー、

LNG、バイオマス関連事業の拡大、電力サ

ービス事業、水素事業といった新たなエネ

ルギー事業の拡大・展開に注力されている

ことが資料からわかりました。こうした新

たなエネルギー事業の展開にあたって、こ

れらの事業の途上国、特にアジア地域の途

上国での市場規模の見通しなどに関する分

析や資料などでご提示いただけるものはあ

りましたらご提示ください。 

各社とも取組市場には海外駐在員を派遣

して電源計画の検証等を行っていると思

います。当社でも例えばベトナムの修正

第7次電源開発計画(2030年の設備容量

で、石炭火力発電を75GWから55.3GWに削

減、ガス火力発電を17.3GWから19GWに、

水力含む再生可能エネルギーを31.3GWか

ら47.8GWに増加、原子力発電は10.7GWか

ら4.6GWに、電力輸入は7GWから1.5GWに減

少)やインドネシアの電力供給事業計画

(RUPTL)などを随時修正・変更されていく



内容を実施機関である電力会社等を通じ

て詳細計画を検証しています。 

5 髙村座長 7.に関連して、他のヒアリングにおいて、

世界的にも、また、アジア地域においても、

再エネのコスト低下が急速に進むという見

通しも示されております。将来の市場動向

を見通す上で、とりわけアジア地域・主要

国における、今後の電源構成、特に、再生

可能エネルギー、火力発電（石炭・ガス）

のコストとポテンシャルについてどのよう

な見通しをお持ちでしょうか。 

再生可能エネルギー発電の発電原価は、

土地代、構造設計の差異、税制等の要因

以外では世界的潮流として主要機器の技

術革新と価格低減を背景として低下傾向

にあると理解しています。火力発電技術

も大型化、高効率化による発電原価の低

減乃至は安定に寄与していくと認識して

います。市場規模については特に再生可

能エネルギーについては政策導入背景に

もよりポテンシャルは高いと見通してい

ます。又、ガス火力発電においてもLNG、

天然ガスを元にベースロード乃至は調整

電力としての需要は高いと見通していま

す。 

6 吉高委員 【以下、途上国からポテンシャルがあるこ

とは十分承知していることを前提にお伺い

します】 

日本の USC が競争優位とありますが、途上

国（インドネシア、ベトナム）の入札で勝

つ優位性は何がありますか？ 

例えばですが、当社の様なIPP事業等に取

組む発電事業者が海外における事業への

参画時に発電設備等主要機器や設計内容

を決定していく際には、売電の方法に限

らず次の様なポイントを勘案していると

理解しています。 

・ 事業実施現場の気候条件 

・ 使用燃料種 

・ 使用燃料の性状（再生可能エネルギー

の場合は風況・日照量なども） 

・ 効率等技術内容 

・ 価格・納期等商業内容 

・ 保守・運転費用 

・ 保険 

・ 金融機関等融資を利用する際は融資上

の制約等 

・ 案件実施国側での受容等その他要件 

 

左のご質問につきましては、現在、特定

頂いた途上国においても当社は新規の石

炭火力発電事業に取り組んでおりません

ので具体的なことはわかりません。入札

7 吉高委員 インドネシアなどの入札では、政府から

SPECが提示され、それに対してまず書面で

審査され、そのあと、価格（IPPは発電ベー

ス、EPCなら総額）で決定されるかと思いま

すが、どこで優位性をだせますでしょう

か？ 

アジア開発銀行は以前、コストベースの入

札から、life cycle costを考慮したベース

で入札をいれておりますが（別添ご参照）、

それだと日本の技術の優位性はでますか？

試算があれば、教えてください。日本の技

術の効率の高さとして、例えば、中国のUSC

より日本のUSCのほうが、効率（Life Cycle 

も含めて）よいとありますが、その差は、

トン当たりいくらになりますでしょうか？ 



におけるIPP案件やEPC案件での優位性の

手法につきましては申し訳ありませんが

回答を控えさせて頂きます。LifeCycle 

Costでの技術優位性については、上述の

通り勘案している内容が多岐にわたる

為、試算はできませんが近年の大型ガス

タービン等では本邦メーカーの技術にも

競争力は高いと認識しています。 

8 吉高委員 日本のクリーンコール技術（USC以上に）に

ついて、途上国からのオーダーは具体的に

ありましたか？どれほどの新規案件のパイ

プラインがありますか？ 

2018年9月18日付、サステナビリティへの

取り組みに関するお知らせ(石炭火力発 

電事業及び再生可能エネルギー発電事業

について)中にて公表している通り、当社

は新規石炭火力発電事業には原則取り組

まない方針の下、当社と致しましてはご

質問のような具体的な技術のオーダーは

受領しておりません。 
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石炭火力発電輸出への公的支援に関する有識者ファクト検討会 
 

(参考資料) 
インドネシア：チレボン火力発電事業会社における社会貢献(CSR)活動の紹介 

丸紅株式会社 電力本部 
 
インドネシア・西ジャワ州チレボン地区にて商業運転及び建設中のチレボン火力発電事業
の事業会社及び保守運転会社(*)が行っている社会貢献(CSR)活動について紹介させて
頂きます。 
(*)  PT. Cirebon Electric Power 
 PT. Cirebon Power Services 
 PT. Cirebon Energi Prasarana 

 
同社は CSR の一環として地域活動(Community Service)プログラムと経済支援活動
(Economic Empowerment)プログラムを通じて地元周辺住民の方々他ステークホルダ
ーの皆様と様々な活動を行っております。 

地域活動と経済支援活動の構成プログラム及びその詳細は現在、下記の活動を行ってお
り、2019 年までの 5 年間で教育、健康、環境などの地域活動に 6 万人を超える住民の
方々の参加を頂いております。 
又、マイクロファイナンスのご提供や各種職業支援、発電所に付設した職業訓練センターで
の職業訓練など経済支援活動にも 1,500人を超えるご参加を頂いております。 
 

(以下、チレボン事業会社・保守運転会社よりの提供資料より抜粋) 
 
Community Service 
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Economic Empowerment 
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2011年より行っている幅広い活動については事業会社、保守運転会社が運営するホーム
ページでも紹介されておりますので、ご参照下さい。以下はご参考ページです。 
 

SOCIAL ECONOMIC REPORT 2018 へのリンク 
CSR IN NUMBERS へのリンク 
STRONGER COMMUNITY – ECONOMIC EMPOWERMENT PROGRAMへのリンク 

 

/EOD 

2020 年 4月 20日 

 

 

https://www.cirebonpower.co.id/wp-content/uploads/doc/2.%20CSR_CP_ENGLISH_LOWRES.pdf
https://www.cirebonpower.co.id/csr/in-numbers/
https://www.cirebonpower.co.id/csr/programs/stronger/



